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１ 学校教育における学力保障の充実                             
 

【少人数教育】 

・小学校第２学年、中学校第１学年で県独自の35人編制の継続実施(357人) 

・少人数指導教育の継続実施（1,230人） 

【多様な学びを保障する学校・仕組みづくり】 

 ・城北つばさ高等学校の開校［二部制単位制の定時制高等学校］ 

 

２ 学習支援の推進                                                   

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 教育費の負担軽減                                  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 学校を窓口とした福祉関係機関等との連携、相談体制の充実          
 

【スクールカウンセラーの配置】 

・小学校 177人、中学校 271人、小中連携校 35人、 

高等学校 54人、スーパーバイザー 5人（小中 3人、高校 2人） 

【スクールソーシャルワーカーの配置】 

・小中学校への配置経費補助（16市町）、高等学校 6人  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【家庭教育相談員・家庭教育支援員による相談】 

・家庭教育相談員 17人（教育事務所、生涯学習課に配置） 

・家庭教育支援員 22人（ホームフレンド：教職を目指す大学生） 

 

【公立高等学校等就学支援金】 

・市町村民税所得割額 304,200 円（年収 910 万円程度）未満の世帯 

[全日制 年 118,800 円 定時制 年 32,400 円、通信制 1単位 336 円、市立専修 年 60,000 円]

【公立高等学校等奨学給付金】 

・低所得世帯の生徒（住民税所得割の非課税世帯等） 

・国公立高等学校、市立専修学校、高等専門学校 11,937 人(28 年度)（32,300 円～129,700 円）

【高等学校等奨学金貸付金】 

・経済的に就学が困難である生徒（父母の市町村民税の課税標準額の合計額が 230 万円以下等）

・国公立高校 782 人 月額 18,000 円等、私立高校・専修学校 2,069 人 月額 30,000 円等(28 年度)

【地域未来塾】 

経済的な理由や家庭の事情により、家庭での学習が困難であったり、学習習慣が十分に

身についていない児童・生徒への学習支援を、大学生や教員 OB、NPO など地域住民の協力

により学習支援を実施する事業 

・地域学校協働本部推進会議の開催 

・地域未来塾等学校支援活動事業の補助（15 市町 45 校区） 

【放課後子ども教室】 

・放課後子ども教室推進事業費の補助 

実施教室：32 市町、放課後 294 教室、土曜日 102 講座 

・指導者研修会等の開催 

【若者・外国人未来塾】 

ＮＰＯ等への委託による中学校卒業後の進路未定者、高校中退者、日本語支援が必要な

外国人等を対象とした無料の学習・相談支援 

 ＜実施場所・委託＞ 

  (1) 愛知県生涯学習推進センター（委託先：特定非営利活動法人あいち・子どもＮＰＯセンター）

  (2) 豊田市青少年センター  （委託先：公益財団法人豊田市文化振興財団）    

(3) 豊橋市青少年センター （委託先：特定非営利活動法人いまから） 

 ＜内容＞ 

  (1) 高等学校卒業程度認定試験（高卒認定試験）の合格等に向けた学習支援 

(2) 福祉、保健、労働、多文化共生等の関係機関等と連携した相談・助言 

 (3) 外国人に対する日本語学習支援 （愛知県生涯学習推進センターのみ） 

 (4) 基礎的なパソコン講座 （愛知県生涯学習推進センターのみ） 

子どもの貧困対策 教育における取組状況（平成 29 年度） 

＜配置による成果＞ 

・昨年度に配置した９市町で延べ 847 件の事案に対応 

   ⇒ 268 件が解決、もしくは好転 

・昨年度、県立高等学校で延べ 319 件の事案に対応 

   ⇒ 112 件が解決、もしくは好転 

＜具体的な事例＞ 

・母親が経済的な事由により夜間に就労して、子どもが不登校となった家庭に対し、

生活保護の手続きを教えたり、育児の相談を受けたりすることで家庭環境が改善し、

不登校が解消 


